
令和 年 月 日
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②

- ③

- ④

⑤

款 項 目 ①

②

A）事業目的・概要 ③

① ④

② ⑤

③ ⑥

⑦

① ⑧

② ⑨

③ ⑩

Bｰ１）過去の成果など　　※事業の成果や結果を表す数値があれば記入してください。

令和4実績 令和5実績 令和6実績 ①

① ②

② ③

③ ④

④ ⑤

⑤ ⑥

Bｰ２）事業コスト（単位：千円）

①

B-3）その他事業に関連する事項（当該業務に割いた職員の労働時間数、時間外勤務時間、市民からの意見・反応など） ②

③

④

⑤

⑥

令和４年度決算額 令和５年度決算額 令和６年度決算額 令和７年度予算額 E）評価会議での意見・助言等

事業廃止後は、ヘルメット着用を啓発する取組みについて、検討していく必要がある。

〇当該業務に係る職員の労働時間等（計189時間程度／年）
・交付決定の処理、申込書・自転車安全利用啓発冊子等の印刷・配布、補助金交付処理、補助金確定処理、PRや月ごとの個数
確認、その他対象者との調整
〇市民からの意見・反応など　月に数件、内容についての問い合わせがあるが、特に意見・要望は寄せられていない
○予算措置　令和５，６年度　補助対象個数１，０００個×補助額２，０００円／個＝２０，０００千円
　　　　　　　　令和７年度　　　補助対象個数　　５００個×補助額２，０００円／個＝１０，０００千円

事業にかかった総経費 ― 1,556 1,614 1,000 本事業については令和８年度で廃止で問題ない。

D）当該会議で聞きたいこと　※簡潔に記入してください。

実績・指標の説明 単位 本補助事業を廃止することの是非

補助対象となった自転車用ヘルメットの個数
（令和５年度・６年度は上限1,000個）

個 ー 778 807

対象者 市内に所在する自転車用ヘルメットを販売する店舗で、補助金の交付決定を受けた店舗

主な
取組み

対象者が販売した自転車用ヘルメットの割引額（１個あたり２，０００円）を市が補助

購入者に対し、市が作成した自転車安全利用啓発冊子による学習を補助条件として設定

市報、市公式ホームページ、自転車等駐車場へのポスター掲示等による制度のPRを実施

事業の
目的

令和5年４月１日に乗車中の着用が努力義務化された自転車用ヘルメットの着用を促進するため なお、補助事業によって得られる効果（自転車用ヘルメットの着用率など）を定量的に把握することは困難

自転車の安全利用の啓発を行うため

事業名称 交通安全推進事業 継続・新規 継続して実施している事業 令和７年度は市単独事業として、補助対象個数を上限500個で実施（令和７年９月末執行数376個分）

制度改正の目的である自転車ヘルメット着用の促進については一定程度果たされたと考えられる

展開方向

誰もが利用しやすい道路環境の整備

交通安全対策の推進 上記の考えに至った理由・経緯・背景など

持続可能な公共交通ネットワークの構築 または実施することでどのような効果が得られるか、将来的な展望　など

予算科目 会計 一般 2 1 9 事業番号 2 令和５年度及び令和６年度は東京都の補助（補助率1/2）があったが、令和７年度から本事業は補助対象外

交通対策係 令和７年度をもって本補助事業を廃止したい

基本施策 3　安全・安心で利便性が高いまちづくり

分野別施策
施策3 4 道路、公共交通

担当部署 部 まちづくり部 課 都市基盤課 係
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事業名 東大和市自転車用ヘルメット購入費補助事業
C）当該事業をどうしたいか（主管課の案・望む意向や方向性など）

拡大 廃止 変更・見直し その他



事業名リアルタイム事務事業評価調書①ー１【会議資料】 東大和市自転車用ヘルメット購入費補助事業

制度の周知用チラシ



年 月 日 作成

①

②

③

④

⑤

（ 年 月 日 時点 ）

①

② 予算額比較（R７ーR８） （単位：円） ※会計年度任用職員に係る経費（報酬等）は記入不要です。

③

④

⑤

※事業の実施を経て、反省・見直しすべきだと思ったことを記入してください。

①

②

③

④

⑤ 予算額比較に差額が生じたか（変更したか）

※事務予定または改善事項を記入してください。

①

②

③

④

⑤

交通安全推進事業

生じた/変更した

上記の要因/理由

事業廃止とするため。

-1,000,000

R７予算額（①） R８予算額（②） 差額（②－①）

事業費合計 1,000,000 事業費合計 0 事業費合計 -1,000,000

財源内訳

1,000,000 18 負担金補助及び交付金

国

一般

A）会議を踏まえて、今年度中に取り組むことや事務の方向性など

807500 495

積算根拠 積算根拠

18 負担金補助及び交付金

担当部署 部 まちづくり部 課 都市基盤課 係 交通対策係

B）R７年度の実績（事業の実績を示す数値又は事業の目標としたものの結果）

または会議後に対応したこと、参考としたことなど

R７実績は
過去と比べて

向上した

低下した

その他

左記とした理由　又は　分析等（向上・低下した要因等）：

都の補助1/2が令和6年度でなくなり、市単独予算となったことで、補助個数上限が1000個
から500個となったため。例年通り

理由　及び
代替する目標

0 18 負担金補助及び交付金

【予算への反映状況】

取組終了時期

取組内容
③

0 一般 -1,000,000

国 国

財源内訳

リアルタイム事務事業評価調書②【実績報告・取組予定】

補助対象となった自転車用ヘルメットの個数（上限500個） 個

31

【参考】R6実績値R7実績値目標値単位実績の説明

令和 8 3

D）来年（令和８年度）の取組予定

①
取組内容

事業廃止

取組終了時期

事業名称

その他

財源内訳

その他

都

積算根拠

数値として出せる実績が得られなかった（下記にその理由と当初の目標と代替する目標あれば記載してください）

事業廃止後は安全教室等の機会を捉えてヘルメット着用啓発を推進していく。

2項 1 目

31

取組終了時期

取組内容

その他

市債 市債 市債

都 都

1,000,000 一般

②

8 3

生じていない/変更していない

事業名 東大和市自転車用ヘルメット購入費補助事業

C）来年度以降の課題や見直すべき点

本事業は令和7年度で廃止とし、事業廃止後は安全教室等の機会を捉えてヘルメット着用啓発を推進していく。

9 事業番号予算科目 会計 一般 款 2


